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当財団は、世界観光機関（ＷＴＯ）アジア太平洋センターの活動支援及び我が国とアジア太平

洋地域の観光交流促進、観光振興に関わる各種の事業を展開してきています。

この「観光に関する学術研究論文」募集事業は、観光に関わる学術振興事業として、当財団の

主要事業のひとつに位置付けており、今回で節目となる10回目を迎えました。

今年の応募論文は28点と過去２番目に多い件数となり、内容的にもレベルの高い力作が寄せら

れました。そして、アジアの方々を含め20代から50代まで、また大学生、大学院生から教育者、

社会人まで幅広い年代層・分野の方々から応募を得ることができました。

更に、テーマも国家戦略として観光立国を目指した様々な施策が展開されている状況等を反映

して、インバウンドツーリズムや観光振興のための体制・財源の確保、人材育成、観光まちづく

り、エコツーリズム、コンベンション、途上国の観光開発の研究など幅広いものとなりました。

最近のテロ事件の多発やイラク戦争、更にＳＡＲＳの発生により、国際観光は深刻な影響を受

けましたが、その後、観光需要も徐々に回復してきています。こういったテロ事件の防止やその

温床となる貧困問題の解決のためにも、国際間の相互理解の増進に向けて国際観光の果たす役割

への期待はますます大きくなっています。また、国内的にも自然や文化遺産の保全と調和のとれ

た持続可能な観光開発の推進、住民参加型観光交流など、観光は経済活性化、地域振興の面から

ますます重要視されています。

観光学は学問としては未だ発展途上であり、その分野は多岐に亘っていますが、当財団の「観

光に関する学術研究論文」募集事業が、観光学の構築と今後の発展の一助となり、また、平和産

業である観光産業の振興に貢献できることを強く願っています。

今回入賞された方々には心からお祝い申し上げます。また残念ながら入賞を逃された方々には、

ご多忙の中、力作をお寄せいただきましたことに深く感謝申し上げますとともに、次の機会に再

びご応募いただきますことを期待しています。

最後になりましたが、本事業をご支援・ご協力頂いている日本財団、審査委員の先生方及び当

財団賛助会員の皆様方に厚くお礼申し上げます。

財団法人アジア太平洋観光交流センター

理事長 本田　勇一郎

ご　　　挨　　　拶



第１０回観光に関する学術研究論文の審査を終えて

審査委員長

白幡　洋三郎

本年の観光に関する学術研究論文募集は、大きな節目になる第10回目を迎えた。今回は28編の

論文が寄せられたが、応募作は現在の観光学の広がりと到達点の一端を示すものであろう。ここ

数年、群を抜く独創的な内容やきわめて高度な質を備えた論文は見あたらないが、全体として力

作が並び、すべて平均的な水準を超えた良質な論文であった。私のみならず審査委員諸氏も十分

満足し、楽しみながら読み進まれたことと思う。観光学の成果に年々厚みが加わっているとの印

象を強く持った。

ただ、抜群の論文がなく、全体の程度は高いが同水準の論文が並んだため、順位の決定に審査

委員は悩まされ、午前から夕刻までほぼ１日がかりの審査委員会となった。例年以上に奨励賞と

二席の差は少なく、とりわけ二席と一席の差はきわめて僅少であった。二席以上に確定した三論

文の中から、わずかではあるが欠点がより少なく、困難な課題への意欲的な挑戦が評価され、一

席が決まった。

一席に選ばれた殷論文は、日中のホテルにおける「サービス」観の違いを問題意識の発端とし、

サービスに対置して近年提唱されている「ホスピタリティー」との比較検討を試みたものである。

用語の原義や現代的用法の検討を踏まえ、ホテル業務にも従事しながら行った日中での聞き取り

調査を通じて、今後のホテルのあり方にも指針を提示しようとしている。観光学にとってきわめ

て重要な原論領域である＜ホストーゲスト＞関係という根源的な研究に挑戦する意欲作であり、

「できないことにすぐNOと言う中国」「謙譲と服従的態度をサービスとみなす日本」など具体的か

つ明快な差異の指摘をちりばめながら、理論化の姿勢を崩さない姿勢も好印象を与えた。結論が

やや不鮮明であるとの欠点が指摘されたが、今後の研究の広がりも期待できる点で評価された。

二席に選ばれた岡本論文は、外国人観光客誘致に向けた国の施策の有効性・効果を測定する手

法の提示である。ビジット・ジャパン・キャンペーンなど国家的な観光戦略の浸透度を、全国紙

への取り上げられ方を指標に比較分析する方法的斬新さが評価された。国際観光に関心が高く掲

載の多い新聞・メディアは、国の施策並びに政策決定者にも批判を含めて積極的な提言を行うと

の分析など、結論として脆弱ではあるが観光とメディアとのよりよい関係構築のための指針を示

唆するものと言える。

同じく二席に選ばれたLE論文は、観光客が異国を訪問する際に選択の動機となる「国のイメー



ジ」を探ろうとした試みである。イメージ形成の素材として各国の公式パンフレットに注目し、

とくに掲載写真の被写体を分析するユニークな方法を採用している。アジア・ヨーロッパともに

「建造物」が最も多く、アジアでは「伝統文化」がこれに次ぎ、しかもヨーロッパには少ない「食

文化」を交えているなど興味深い結果が見られる。しかし被写体分類の客観性などに疑問も出さ

れ、今後の精緻化に期待が寄せられた。

奨励賞には、西表島の観光開発について、望ましいエコツーリズムのあり方をカヌーによるツ

アーという具体例から考察した熊野論文、国際交流と観光産業の双方にかかわるコンベンション

の振興について、PCO（専門会議企画者）の将来に求めようとの明確な意図を下敷きにして、現

状分析をもとに提案を試みた金論文、訪日客誘致のためのマーケティングを、とくに東アジアを

対象とした豊富な実務経験から明快かつ具体的に提案した森田論文、持続可能な観光のあり方を

地域政策として考察するため、沖縄を事例として観光客増加による経済効果と環境負荷とを数量

的に比較検討する手法を提言した伊佐論文、以上四編が選ばれた。なお、森田論文は論文の体裁

などの弱点から奨励賞にとどまったが、内容としては現場に深くかかわった真剣勝負の体験がう

かがえ、「論」を超える迫力があるとの評価を受けたことを付記しておきたい。

選に漏れた論文中にも、ホテルと病院のホスピタリティーを比較検証した興味深い論考、日本

旅館を軸に地域振興を図る東京・谷中の事例を都市観光から見た論考など多くの力作があった。

とくに「観光は生涯学習」という明快な主張を掲げ、千早赤阪村の観光施策を担当者として内側

から報告した論考は、ほぼ奨励賞に値するとの意見もあった。全体として、今回は観光関連産業

の実務家、行政担当者の経験をもとにした重みのある提言が印象に残った。

審査委員長 
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第１０回観光に関する学術研究論文入賞者

一　席　　ホテル業におけるサービスとホスピタリティに関する認識と理解 

　　　　　―中国における日系ホテルの事例を通して― 

　　　　　殷　　　　　娟　　大阪市立大学大学院文学研究科アジア都市文化学専攻前期博士課程 

二　席　　国際観光に関する新聞報道の分析 

　　　　　―インバウンドにおけるメディアの役割― 

　　　　　岡　本　岳　大　　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修士課程２年 

二　席　　国際観光パンフレットの写真による国のイメージに関する考察 

　　　　　―日本向け公式パンフレットの写真の内容分析― 

　　　　　LE ANH TUAN　　立教大学大学院観光学研究科博士課程後期課程 

奨励賞　　ＰＣＯの動向からみるコンベンションの発展方策について 

　　　　　―大阪国際会議場を事例として― 

　　　　　金　　　錦　香　　大阪市立大学大学院文学研究科アジア都市文化学専攻前期博士課程 

奨励賞　　東アジア訪日旅客誘致における実務レベルのマーケティング 

　　　　　森　田　英　一　　株式会社メディア・ブレーン　マーケティング事業部部長 

奨励賞　　持続可能な観光と沖縄における観光振興の課題 

　　　　　―観光客数増加による環境負荷の推計― 

　　　　　伊　佐　良　次　　中央大学大学院経済学研究科博士後期課程 

奨励賞　　西表島における観光開発について 

　　　　　―エコツーリズムを中心に見た西表島観光開発への提言― 

　　　　　熊　野　　　純　　大阪府立桜塚高等学校教諭 

イン　　　　　　　　　 チェン 

オカ　　モト　　タケ　　ヒロ 

レ アン トゥアン 

クマ　　 ノ　　　　　　ジュン 

キム　　　　　　グム　 ヒャン 

モリ　　 タ　　 エイ　　イチ 

　イ　　　サ　　リョウ　　ジ 
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ホテル業におけるサービスとホスピタリティに関する認識と理解
―中国における日系ホテルの事例を通して―

１．はじめに：研究背景、目的及び方法

近年、ホスピタリティ・ビジネスという言

葉は、観光業界を始めサービス関連の業界や

学会でも一種の流行語となっているという指

摘がある（名東1994：３）。ホスピタリティ産

業は80年代にアメリカで呼称され始めた。日

本においても、90年代以降にホスピタリティ

への注目と取り組みが顕著になってきた（古

閑2003：５）。また、ホスピタリティを論じる

際に、しばしばサービスという概念が言及さ

れ、比較されている。複数の研究者（名東

1994、山上1999、平野1999、服部2004）によ

れば、今後はサービスではなく、ホスピタリ

ティの社会に変えていくこと、或いは変える

べきであると指摘されている。そこでは、ホ

スピタリティはサービスより更なる進化した

形態として捉えられ、下位と上位の関係にあ

ると考えられている。しかし、サービスとホ

スピタリティの関係は本当にそうなのかにつ

いては疑問がある。

観光業は、サービス産業においてもホスピ

タリティ産業においても重要な位置を示して

殷　　娟

おり、中でも特にホテル業が中心的な位置づ

けであることは言うまでもない。今までホテ

ル業は人的サービスの提供を中心として認識

されてきたが、近年はサービスよりホスピタ

リティという言葉が言及されつつある。ホテ

ル業はサービス産業ともホスピタリティ産業

とも言われる。このため、ホテル業の視点か

らサービスとホスピタリティの意味合いと関

係を考察することが必要かつ有意義であると

考える。

また近年、中国においては、ホテル業を始

めとする観光産業が凄まじい発展を遂げてい

る。日本と中国はよく「一衣帯水」の関係と

言われる中で、観光業においては互いをター

ゲットとして設定し、相互にインバウンドと

アウトバウンドが進んでいる。中国では、外

国人観光客の中で日本人観光客が一位になっ

ており１、日本では中国の市場をさらに開発し、

中国人観光客の誘致により力をいれようとし

ている。このような観光事情において、ホテ

ル業におけるサービスとホスピタリティに対

する、日本人と中国人の認識と理解を把握す

一　席

１ 『中国旅遊統計年鑑：2002』（国家旅遊局編　中国旅遊出版社2002）によると、日本人の入国人数がトップとなり、
ここ数年変わりはない。



－2－

る必要がある。そこで本研究では、日本人か

らも中国人からも随一と思われている２北京の

某日系ホテル（以下Ａホテル３）と上海の某日

系ホテル（以下Ｂホテル４）に対して、フィー

ルドワークを行い、従業員のサービスとホス

ピタリティに対する認識と理解の現状を調査

した。本稿では、フィールドワークを通して、

ホテル業におけるサービスとホスピタリティ

に関する日中の認識と理解の現状を把握し、

両者の関係を明確にすることを目的とする。

研究方法として、主に文献の読み取り、フ

ィールドワーク、ヒアリングなどを用いた。

フィールドワークの期間はＡホテルが2004年

３月８日から３月31日の約３週間、Ｂホテル

が2004年４月10日から５月９日の１ヶ月であ

った。両ホテルの従業員と共に働きながら、

考察とヒアリングを行った。ヒアリング調査

はＡホテルでは日本人従業員３名、中国人従

業員13名、合計16名で、Ｂホテルでは日本人

従業員２名、中国人従業員11名、合計13名で、

一人平均２時間の割合で行った。

本論文の概略としては、まず、文献とフィ

ールドワークの調査を通して、サービスとホ

スピタリティに対する日本と中国の認識と理

解を略述する。その上で、先行研究における

サービスとホスピタリティの比較を通して、

ホテル業におけるサービスとホスピタリティ

の区別を分析する。そして、日本人と中国人

のサービスとホスピタリティに対する認識と

理解の現状を明らかにし、ホテル業における

サービスとホスピタリティの関係を明確にす

る。

２．サービス（service）

サービスを理解することにあたり、先行研

究によって、日本と中国におけるサービスに

関する概念、特性、分類などの基本をそれぞ

れ概観する必要がある。現在、使われている

サービスという言葉はアメリカからきたが、

その語源は、「奴隷、召使、奉公、屈従」など

を意味するラテン語から由来しており、「上下

関係、主従関係」という意味を背後に含んで

いる（山上　1999：７）。ホテル業においては、

「お客様は常に正しい」というように、顧客優

先・優位という意味が含まれている（山上

1999：７～８）。つまり、サービスは顧客本位

である。

２－１．日本におけるサービスへの認識

『広辞苑』によるサービスの意味は、「①奉

２ 中国における日系ホテルに対するコメントをいくつかの旅行会社のホームページを検査した結果、A・Bホテルに
対する評価が高いことが分かった。
３ Aホテルは、日中友好交流のシンボルとして最初に建てられた日中合弁５つ星のホテルである。1990年に創業し、
日本の有名ホテルブランド名を使用している。運営面では中国側が圧倒的に力を持ち、日本側はその有名ホテルグル
ープが参与しているが、主に協力、補助、アドバイスの提供などの立場にある。現在は７名の日本人従業員が駐在し
ている。ホテルは主に日本人客をターゲットにし、平均的に約４割から５割を占めている。日本人客以外に更なる欧
米客の獲得に努力している。
４ Bホテルは、日本側の100％出資と、中国側の土地提供によって建てられた５つ星の日中合作ホテルであるが、一般
的に独立資本（独資）の日系ホテルとして認識されている。ホテルは日本のある有名ホテルグループによって完全運
営している。現在では計15名の日本人従業員が勤務している。ホテルは主に日本人客をターゲットにし、日本人客は
平均的に約６割を占めているが、ローカルな客層の獲得に目標を設定している。
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仕。②給仕。接待。③商店で値引きしたり、

客の便宜を図ったりすること。④物質的生産

過程以外で機能する労働。用役。用務。⑤

（競技用語）サーブ」である。一般的に「奉仕、

公務、貢献、無料、服務」を意味し、日常で

は、本来の価格を下げる表現としてよく使わ

れている（古閑2003：170）。

サービスの概念について前田は、まずサー

ビスという言葉の用法に存在型と評価型があ

ることを指摘し、さらに「サービス」とは、

良い・悪いという評価を示す言葉と結び付け

て用いられているものと規定した。また評価

の観点からサービスは、①機能的側面、②情

緒的側面、③は①②の組合せという３つの便

益の供与があると提起した５（前田1982：11～

36）。

清水は、サービスが精神的、態度的、業務

的（機能的）、犠牲的の４つの要素による混合

体、集合体であると指摘し、中でも特に業務

的（機能的）サービス自体が１つの「仕事」

として成立し、金をとれるサービスであると

している（清水1978）。

作古により、「サービスとは顧客に物質的・

精神的満足感を与える活動によって生ずる便

益の総称であり、サービスの最終特性は顧客

満足である」と定義された（作古1998：207）。

このように、サービスという言葉は多義で、

観光分野だけでも研究者の視点、問題意識な

どによって意味内容が変わる。そこで飯嶋は

多数の研究者の定義から、「サービスは活動で

あり、無形性と顧客と相互作用性という基本

的な性質により特徴づけられる」ことを指摘

した（飯嶋2001：３）。

サービスの特性に関しては、多様な定義の

ように様々な説がある。例えば、『観光学辞典』

は、サービスについて「無形性、人間集約性、

生産・消費の不可分性（同時性）に集約され、

標準化困難性、変動性、在庫不可能性、事前

評価困難性、生産過程への顧客参加などは、

基本特性から派生した特性である」と説明し

ている（長谷1997：186）。また、『ホスピタリ

ティ・観光事典』は、「そのサービスの特徴は、

①形がなく、不可視的で、見たり触れたりで

きない無形性（intangibility）にある（山上・

堀野2001：208）。つまり一過性、瞬間財・即

時財（instantaneous goods）である。②貯蔵

が不可能（nonstorable）であり、属地・属時

性がある。生産と消費の同時性がみられる。

サービスの生産の場所への顧客の参加が必要

とする。③サービス提供者の人的技能に左右

され、品質管理、標準化、画一化が困難であ

り、異質性（heterogeneity）をもたざるを得

ないという特徴がある」と説明している。そ

して、山上は、サービスの特性を、「①無形

性・即時性、②非貯蔵性・不可分性、③異質

性、時間配分」と提起した（山上1999：９～

10）。

以上のように、サービスの特性に関する定

５ 前田は、サービスを４タイプに分けたが、これら３つ以外に、「実質的・経済的な利得の供与」を４番目にあげて
いる。それはやや性格の異なるタイプとしてあまり触れていない（前田1982、前田・作古1987）ため、本論文におい
ても４番目のサービスタイプは取り上げないことにする。
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義が様々であるが、これまでの先行研究から、

「無形性、生産と消費の同時性、非貯蔵性、顧

客との相互作用性、事前評価困難性」といっ

た共通点を抽出することができる。よって、

これらはサービスの基本的な性質といえよう。

そして、これらの基本特性から、標準化困難

性、時間・場所・容量の制限性などの特性が

派生する。

サービスの定義によって、その特性に対す

る理解は異なり、それに関する分類の仕方も

様々である。『ホスピタリティ・観光事典』で

は、サービスを「精神的サービス」、「態度的

サービス」、「犠牲的サービス」、「業務的サー

ビス」と分類している（山上・堀野2001：208）。

作古は、サービスをヒューマンウェア（役務

サービス）、ソフトウェア（システムサービス）、

ハードウェア（物理的機能サービス）に分け

ている（作古1998：193）。

また、前述した清水の定義によれば、サー

ビスは精神的、態度的、仕事的（機能的）、犠

牲的に分類できる。そして、前田の定義によ

れば、サービスは基本的に機能的、情緒的、

機能的かつ情緒的といった類型がある。

以上を概括すると、サービスの類型は、物

的、機能的、人的の３つに集約することがで

きる。ホテル業においては、物的サービスが

客室、設備、料理などの目に見える商品であ

る。また、機能的サービスは、業務的サービ

スやシステムサービスのことである。ホテル

が顧客に有形商品と無形サービスを有効に提

供するため、ホテルのシステムが管理、連絡、

協調などの機能を果たさざるを得ない。そし

て、物的と機能的サービス以外に、精神的、

態度的、情緒的、個性的などといったサービ

スの類型は、すべて人的要素に関わるため、

ホテルの従業員の活動による人的サービスに

包括される。

日本における「サービス」は幅広い概念で

あり、人々はサービスの利用者であると同時

にその提供者にもなっている（金1989：48）。

日本では、サービスが組織レベルで行われ、

システム化されているため、受けるサービス

に対して、日本人は無意識のうちに厳しい傾

向がある（金1989：48）。日本におけるサービ

スに対する研究は様々な視点から進んでいる６。

しかし、ホテル業においては、マーケティン

グ・マネジメントの視点からサービスを論じ

るものが多く、物的サービスより、機能的と

人的サービスを意識する傾向が強い。また、

前述したサービスの特性は、すべて人という

要素に関わるため、機能的サービスより人的

サービスをさらに意識していると考えられる。

２－２．中国におけるサービスへの認識

中国では、サービスのことを「服務」とい

う。この言葉は日本語からの借用であり７、新

６ 飯島（2001：７）が1985年から1998年まで日本におけるサービス研究の論文数をテーマ別で集計し、合計84本の論
文があった。詳細は飯島（2001）の著書を参照されたい。
７ 『新しい中国語・古い中国語』（芝田稔・鳥井克之1985 光世館　ｐ.236）の中では高名凱・劉正 著『現代漢語外
来詞研究』（文字改革出版社　1958）の紹介で「服務」が中国語の外来語として書かれている。また、実藤恵秀（『増
補　中国人日本留学史』1970 くろしお出版　ｐ.397）により、「服務」は中国人の認めた日本語来源の中国語として
紹介されている。

垣餤



－5－

中国８が建国して以来、毛沢東の「為人民服務」

（国民のために奉仕する）というスローガンに

よって全国に親しまれてきた。つまり、建国

当時は「服務」＝「奉仕」として使われてい

たのである。改革開放になってから、多くの

外国観光客が訪れ、ホテル業ではサービス料

を取るようになった。経済が発展するにつれ

て、「服務」は奉仕ではなく、有料であると考

えられるようになり、現在ではよいサービス

には対価的な金銭が必要であると考えられて

いる（王2003：８）。

「服務」の意味について、『中国語大辞典』

では「奉仕、サービス、勤務、世話」とされ

ている９。李は、「中国の伝統的なサービス概

念は、人による労務活動であり、例えば美容、

洗濯、保母、修理などの無形労務である」と

述べた（李2001：５）。つまり、伝統的なサー

ビスは、人の技術と活動による形のない労働

行為のことを指す。他方、斉善鴻は、サービ

スを「借助特定的 施 作 手段或工具，

以个人行 和行 果来 足他人物 的及精

神的需要的活 」（特定の施設と設備を手段あ

るいは道具として用い、個人の行動とその結

果から、人の物質的・精神的ニーズを満足さ

せる活動）と定義している（李2001：６）。そ

れ以外に、サービスはサービス員による労働

行為とする認識があり、設備施設、実物商品、

サービス行為からなる総合体とする認識もあ

る（李2001：６）。

王は、「在服 践中， 上 ‘服 ’

又有着一个通俗的狭 理解，即不包括硬件在

内的面 面接触的人工服 ，如端茶送水，接

听 ， 房叫 等等」（ホテルのサービス

実践において、伝統的にはサービスに対して、

ハードを含まない一対一の人的サービスとい

う通俗的な狭義的な理解がある。例えば、客

に対してお茶や水を持っていくこと、電話対

応、予約やタクシーを呼ぶこと等）とサービ

スについて説明している（王2003：35）。従っ

て、ホテル業におけるサービスとは、一般的

に物的サービスよりも、人的サービスとして

捉えられており、機能的（システム）な部分

はあまり意識されていない傾向にある。また、

王はホテルにおける人的サービスという視点

から、サービスを「規範化服務」（規範的サー

ビス）、「個性化服務」（個性的サービス）、「情

感化服務」（情感的サービス）に分類している

（王2003）。すなわち、「規範化服務」とは普遍

性や必要性、大量性に対応するマニュアル的

サービスのことであり、サービス行為の基礎

となる（王2003：129）。これに対して、「個性

化服務」とは特殊性や個別性、偶然性に対応

する必要以上のサービスであり、非マニュア

ル的で、「規範化服務」より更に発展したもの

である（王2003：171）。つまり、客の多様な

個性的な需要に対応するサービスのことであ

る。「情感化服務」とは、思いやりを持って、

客を家族として友人として受け入れ、もてな

８ 中国では毛沢東による1949年の建国を契機に1949年以降の中国を新中国と呼称する。
９ 英語から中国に訳すれば、『現代英漢詞典』により、「service」は「服務・招待・貢献・兵役・仆人（使用人）など
の意味がある。



しの心のこもったサービスを提供することで

ある（王2003：204～225）。つまり人間性を持

つサービスだといえよう。また、「情感化服務」

は、客に親切にする心と思いやり、姿勢など

といった形のないものが主なる内容となり、

独立した類型としてではなく、全てのサービ

ス行為に融合している（王2003：204）。王の

理論によれば、三者の関係は図１のように示

すことができる。

サービスの特性に関して、李は、「無形性、

生産と消費の同時性、質量の差異性、非貯蔵

性、商品の総合性、所有権の非転換性、易変

性、瞬間性、不可分性など」と述べている

（李2001：７）。他方、王は、次のようなサー

ビスの十大特性をあげている（王2003：21～

25）。それは、①「服務的対象是‘人’」（サー

ビスの対象は人である）、②「生産与消費的同

時性」（生産と消費の同時性）、③「服 无法

事先 行 量 」（サービスは事前に品質

の検査をすることができない）、④「服 具有

不可 存性」（サービスは貯蔵できない）、⑤

「 客参与服 程」（サービスする過程では

顧客が参加する）、⑥「服 具有无形性」（サ

ービスは無形である）、⑦「服 的 出 以

定量化」（サービスの生産は計量しにくい）、

⑧「服 企 具有 集約型的特征」（サー

ビス企業は労働密集型企業である）、⑨「服

容量的有限性」（サービスの容量には制限があ

る）、⑩「服 需求的不可 性」（サービス

への需要は予測できない）である。

以上から、中国におけるサービスの特性は、

基本的に「無形性、生産と消費の同時性、非

貯蔵性、顧客との相互作用性、事前評価困難

性」といった点が日本と同様である。しかし、

サービスの一般的な認識は、物的サービスと

人的サービスで、機能的サービスはあまり想

定されていない。特に人的サービスのほうが

より一般的に認識されている傾向がある。

中国におけるサービスのレベルは観光事業

の発展に伴い、1978年以後から飛躍的な発展

を遂げた。改革開放の始めには、開国と同時

に国賓として入ってきた顧客が多く、サービ

スは奉仕精神を意味し、客のことをすべて優

先するという特徴があった（金1989：44）。そ

の後、様々な国から客が訪れるようになり、

限られた少数客から不特定多数に大きく変化

し、サービスは標準化、平準化されつつある

（金1989：44）。そして、外資系ホテルの導入

によって、サービスのマニュアル化が進めら

れ、サービスの平準化に一層拍車をかけた。

その結果、中国には奉仕・人情による素晴し

いサービスがあるが、通常のサービスがよく

ないと考えられるようになった（金1989：48）。

つまり、国や政府の賓客と知人に対しては、

よいサービスを行うが、一般客には平準化さ

れたサービスを提供し、親切さが感じられな

く、観光客の不満を引き起こしやすい。観光

事業の発展につれて、サービスのレベルも大

－6－

マニュアル化 

規範化服務 

情感化服務 

非マニュアル化 

個性化服務 

情感化服務 

図１：規範化服務・個性化服務・情感化服務の関係図
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きく進歩してきたと考えられているが（劉

1995、王2003）、サービスの質に対して国内客

と海外客からの批判は常につきまとうことも

現実といわれている（金1989、張2000、王

2001）。規範化したサービスは、国際基準に達

しつつあるが、奉仕精神が欠けている（張

2000：30）。また、個別に対応する「個性化服

務」と基本的な「情感化服務」の改善が必要

であると指摘されている（王2003）。

２－３．サービスに対する日中の対比

これまで、先行研究によって、サービスに

関する日中の認識と理解を概観してきた。サ

ービスに関して、日中とも幅広く研究されて

おり、分類や特性などの基本的な概念につい

て、近い理解が見られる。また、サービスの

特徴として、日中とも人情を重んじ、一対一の

サービスが得意であると指摘されている（王

2003：209～212）。すなわち、日中とも情緒面

が重視される点も類似している。日本では、

機能面と情緒面の総合により、良いサービス

を提供していると評価されている（金1989：

48）。一方、中国では、サービスの品質が改革

開放以前より大きく進歩したが、未だ国内外

の観光客からの非難を浴びることがある。

フィールドワークでは、日本のサービスの

特徴に関する中国人の理解と、中国のサービ

スの特徴に関する日本人の理解について、聞

き取り調査を行った。その結果、Ａホテルで

は、中国人従業員が日本のサービスに対して、

「お辞儀や細かい部分に注意しすぎるところが

ある」、そして、「それに対して中国人は少し

抵抗感を持っている」という意見が多かった。

また、「日本人はサービスの行動を取る際に指

示通りにやらざるを得ず、臨機応変なサービ

スができない」と指摘した。一方、日本人従

業員は「中国のサービスの現状はすでにグロ

ーバルスタンダードに達している」と述べた。

しかし「できないことについては、中国人従

業員はアドバイスや代行案を提示するのでは

なく、すぐにNOと言い切ることが特徴である」

と指摘した。また、Ｂホテルの中国人従業員

は、日本のサービスに対して、「できる限り客

を満足させること、融通がきかないこと、謙

譲かつ服従的な態度、多すぎる挨拶言葉、客

は神様であると強調すること、親切で細かく

配慮すること」を特徴としてあげた。一方、

中国のサービスに対しては、「機敏であること、

面倒を避けようとする、正直で客を友達と見

なすこと」、と中国人従業員が述べた。それに

対し、日本人従業員は、「中国のサービスは基

本的に国際基準に達しているが、客に対する

思いやりがまだ足りない」、「自己主張が強い」

と述べた。また、Ａホテルと同じく、「中国人

従業員が客に対してすぐにNOと答えることが

特徴である」と指摘した。つまり、日本のサ

ービスには、過度なお辞儀、融通がきかない、

謙譲かつ服従的な態度、細かい点に配慮する

こと、などといった特徴があると中国人に認

識されている。他方、中国のサービスに対し

て、マニュアル的なやり方としては国際基準

に達しているが、親切さに欠けており、機敏

はあるが大雑把だと日本人は理解している。
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３．ホスピタリティ（hospitality）

次に、ホスピタリティについて論じる。ホ

スピタリティの語源は、「客人の保護者、主催

者、来客、歓待、厚遇」などを意味するラテ

ン語に由来し、対等的な主客同一の語意を含

んでいると指摘されている（服部2004：17～

18）。それゆえにホテル（hotel）および病院

（hospital）と語源的に共通である（山上・堀

野2001：２）。新約聖書では、一義的に「旅人

をもてなす」として用いられている（古閑

2003：13）。

３－１．日本におけるホスピタリティへの

認識

日本では、1990年代に入ってからホスピタ

リティが注目されるようになった。ホスピタ

リティの意味について、一般的に「手厚くも

てなし、歓待、厚遇、もてなす心」などを意

味する。それに対応する日本語として、「もて

なし」「看護」「慈悲」「待遇」などがあげられ

ているが（古閑2003：130）、最も一般的なの

は「もてなし」10である。ホスピタリティとい

う言葉は基本的に現代のアメリカから来たが、

その精神は日本にも古くから存在した。日本

におけるホスピタリティは、『日本書紀』の

「共飲共食によって互いの心が等しくなる」と

いう思想に根底が置かれ（服部2004：11）、茶

道の「一期一会」や「和敬清寂」の精神と合

致すると複数の研究者（山上1999、古閑2003

他）から指摘されている。ホスピタリティに

関する研究には、研究者の観点により、様々

な定義づけがなされている。なかでも、特に

服部はホスピタリティとサービスを根本から

調べ、詳細に分析している。そこで、服部は、

ホスピタリティを「人類が創造的進化を遂げ

るための、個々の共同体もしくは国家の枠を

超えた広い社会における共生関係を成立させ

る相互容認、相互理解、相互確立、相互信頼、

相互補助、相互依存、相互創造、相互発展の

八つの相互性の原理を基盤とした基本的社会

倫理である」と定義づけた（服部1994：81）。

山上はこの定義を最広義として提唱した（山

上1999：13）。

服部の他には、古閑が、ホスピタリティを

「異種の要素を内包している人間同士の出会い

の中で起こるふれあい行動であり、発展的人

間関係を創造する行為である」と定義してい

る（古閑2003：26）。また、山上は、「ホスピ

タリティとは、良いと思われることを素直に

認め、また相手と一緒になり、心から感動し

つつ、受け入れながら、温かい気持ちで、共

有し合える姿勢であり、単にマニュアル化し

てできるものではなく、自然に心から相手の

気持ちを思いやり、柔軟に対処することであ

る」としている（山上1999：13）。

これらの定義には、「親切な心、温かい気持

ち、思いやり、人間のふれあい行動、人間に

おける相互的・共有的関係」などといった共

通認識があり、ホスピタリティの基本的な共

通要素は人であることが明らかである。また、

10 もてなしとは客を招待し、食事や贈物を供してコミュニケーションを密にすることを意味する（山上　1999：３）。
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ホスピタリティは家族愛・友人愛を提唱し、

心と気持ちを強調し、人間としてのあり方を

示している。それゆえ、ホテル業におけるホ

スピタリティは、接客にあたる表現、表情、

立ち振る舞いなどの「人的態度」を重視する

（山上1999：59）。それに従えば、ホスピタリ

ティは人の態度であるため、全てのサービス

行為に包含されているはずである。よって、

ホテルにおけるホスピタリティは王（2003）

が主張する「情感的服務」と同じ立場にある

と考えられる。

また、上記の定義によれば、ホスピタリテ

ィは相互性、共有性、人間性といった最も基

本的かつ主要的な特性を持っていることが分

かる。相互性に関しては、前述した服部の定

義における六つの相互性の原理を示したよう

に、人と人、団体、国家において共生する上

で、良い意味としての相互的な作用の存在と

行動である。ビジネスの場合では、売手が

少々犠牲になって買手優先のサービス提供を

するという一方的な考え方より、売手と買手

が対等の立場、相互理解、相互信頼関係にあ

るということである（山上1999：10）。すなわ

ち、売手と買手は、お互い思いやりがあり、

相互補完的な関係を重要視することである。

そして、ホスピタリティの共有性は、共生と

も考えられ、資源、時間、空間、気持ちを共

有し、協力し合いながら、共存することであ

る。さらに、ホスピタリティは、対象を差別

することなく、イエスの「自分を愛するよう

に、あなたの隣人を愛せよ」という根本思想

を本義とし（山上・堀野2001：２）、人に対す

る思いやりや心のふれあいを重視する。この

ため、ホスピタリティは人間としてのあり方

を示し、人間性という特性を持っていること

が明らかである。

日本における「ホスピタリティ」という言

葉の浸透度について、古閑らは、「『ホスピタ

リティ』に関する認識調査」を130人に実施し

た（古閑2003：32～38）。この調査の分析によ

れば、ホスピタリティという言葉を聞いたこ

とがある人は54％で、そのうち、意味まで知

っている人は43％であった。そして、全体の

中で「ホスピタリティ」の意味を把握してい

る人は23％を占めていた。また、「ホスピタリ

ティが求められる場所」として、宿泊施設が

23％で医療施設、家庭、地域社会、職場の順

に続いて５番目になり、「ホスピタリティを経

験した場所」として、ホテル・旅館が最も高

い頻度であげられた。これらの結果から、ホ

スピタリティという言葉は宿泊業と深いかか

わりのある言葉であるといえよう。宿泊業の

代表であるホテル業のホスピタリティに対す

る認識を理解するため、古閑は、東京都内の

ホテル30社を無作為に選び、「ホスピタリテ

ィ・ビジネス」としてのホテルのあり方や考

え方を問うアンケート調査を実施し、30社の

内４社のみ返信があった（古閑1994：65～69）。

この調査によって、以下のようなことが結果

としてあげられている。すなわち、ホスピタ

リティ産業として自覚し機能しているはずの

業界の「ホスピタリティ」研究への認識が低

い。また、ホスピタリティ・ビジネスゆえの

デメリットやリスクがあることは否定されて
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いない。そして、ホテル側は多様なニーズに

対応できる人材の確保、社員教育などを課題

として意識していることである。以上の２つ

の調査結果によって、日本における「ホスピ

タリティ」の浸透度はそれほど高くないが、

ホスピタリティに対する認識が普及されつつ

あることが分かった。

３－２．中国におけるホスピタリティへの

認識

中国におけるホスピタリティは、中国の伝

統文化である儒家思想と精神に由来すると複

数の研究者（石村1993、劉1995、服部2004）

に指摘されている。ホスピタリティの中国語

の意味は、辞書による英語からの中国語訳と

して、主に「好客・殷勤」（客好き、客を親切

にもてなし）、「招待・款待」（客を招待する、

懇ろにもてなす）である。サービス業におい

て、「賓至如帰」11（客がまるで家に帰ったよう

にくつろいで感じられる）は古来よりサービ

スの精神と基準として伝われ、中国のホスピ

タリティの原点といわれる（劉1995：97～98）。

筆者の管見の限りでは、中国におけるホス

ピタリティに関する文献は見当たらなかった12。

そこで、上海社会科学研究院のホテル研究者

である王大悟教授に聞き取り調査を行った。

彼はホスピタリティについて次のように述べ

た13。「現在の中国においては、ホスピタリテ

ィの意味に関して、英漢辞書で調べるしかな

く、サービス産業における専門的な概念がま

だ提出されず、アメリカのホスピタリティ産

業は主に医療産業、ホテル・レストラン産業、

教育産業などから考えると、ホスピタリティ

は一対一、人対人、心対心における親切な思

いやりに重点を置くのが特徴であろう」。そし

て、「その特徴からホスピタリティを「 情化、

人性化」と説明するのが相応しいであろう」

と話した。王による「 情化」とは、客を親

族・家族と扱うように対応することである。

一方、「人性化」は人間としての気持ち・あり

方を強調し、サービスにおいてマニュアル的

ではなく、個性的に対応することである。ま

さしく、人と接触することを主なる仕事とす

るホテル産業にとっては非常に重要な事柄で

あるといえる。

ホスピタリティという言葉に対する中国人

の認識と理解について、フィールドワークと

して、ＡホテルとＢホテルを合わせて、５名

の日本人従業員と24名の中国人従業員に聞き

取り調査を行った。日本人従業員は、「ホスピ

タリティは常に客の気持ちを重視し、客を満

足させることを追求する」、「ホスピタリティ

はより感情的、人間的であり、ソフト的であ

る」などと話した。ホスピタリティに関して、

日本人従業員は、人・気持ち・態度といった

点が共通していた。一方、中国人従業員24名

11 「賓至如帰」という言葉は、西周の国賓館を叙述する本である『秩官』にある「賓至如帰、是故大小莫不懐愛」
（ご自宅にお帰りになったような雰囲気で楽しくお過ごせるように、店員がどんな仕事でも愛を持ってやるべき）に
由来する。（劉　1995：97）
12 中国におけるホスピタリティに関する専門的な概念を探るため、これまで上海の図書館など数個所で検索を重ねた
が、結局中国語の文献は１つも見当たらなかった。
13 2004年６月25日の聞き取り調査による。
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の内に８名がホスピタリティという言葉を聞

いたことがあると答えたが、意味を知る者は

７名であった。その７名は、ホスピタリティ

は「より人の気持ちを重視する」、「マニュア

ルではなく、親切な気持ちをこめた客に対す

る個性的な対応である」などと話した。従っ

て、ホスピタリティを理解している従業員の

間には、ホスピタリティについて、「人の気持

ちを最も強調し、客の満足を重視する」とい

う共通の認識が見られる。

以上、ホスピタリティという言葉に対して、

中国のホテル業における認識度が低いことが

明らかになった。また、ホスピタリティに関

する専門的な紹介と解釈が殆どなされていな

い状態であり、中国の全体においてホスピタ

リティの概念が未だ普及されていない。現在

までホスピタリティに関する研究が行われて

いないため、今後の研究の進展が期待される。

３－３．ホスピタリティに対する日中の対比

ホスピタリティという言葉が日本に導入さ

れて以来、それほど時間が経っていないため、

日本におけるホスピタリティに関する研究は、

まだ新しい分野といえる。ホスピタリティの

概念や内容などには服部の説が最も引用され、

全体を通して、日本におけるホスピタリティ

に関する研究は萌芽から発展の段階にあると

いえよう14。

それに対して、中国では、ホスピタリティ

という言葉がホテル業に携わる人の中でも認

知度が低く、詳細な紹介と研究が殆ど行われ

ていない。中国におけるホスピタリティの概

念の普及にはさらに時間を有しそうである。

ホスピタリティ概念の導入と研究を早急に行

う必要がある。

また、ホスピタリティの基本要素は人間で

あり、その概念は人の気持ち、もてなす心を

重んじ、家族愛・友人愛・人間愛を提唱し、

基本的に人間としてのあり方を示す。それに

従えば、ホテル業におけるホスピタリティは

人的サービスという部分にあたり、特にもて

なす行動における気持ち・態度・客を喜ばせ

る姿勢を表している。すなわち、「情感化服務」

の意味に相当する。つまり、ホスピタリティ

は特に態度・情緒に関わる情感的サービスと

して、人的サービスの一部分となる。

４．サービスとホスピタリティの比較

これまで、サービスとホスピタリティに関

する日中の認識と理解を概観してきた。ホス

ピタリティに関する研究では、しばしばサー

ビスが引き合いに出され、対照される。先行

研究（横沢1994、山上1999、平野1999、古閑

2003、服部2004）では、ホスピタリティとサ

ービスを語源、意味合い、内容、特性などの

基本概念から詳細な比較を行っている。それら

の比較によれば、ホスピタリティとサービスに

ついて主に表１15のような差異を抽出できる。

14 国立国会図書館でホスピタリティをタイトルとして検索した結果、43件があった。この内、１件を除いて他は全部
1990年代以後の出版となっている。
15 この表は、主に服部1994、横沢1994の説によって、作成した。
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ホテル業においては、サービスが主人と従

者という関係のため、究極的には「お客様は

神様である」という考え方が生じてくる。一

方、ホスピタリティは客人と主人という関係

による主客同一のため、対等な相互関係を結

ぶことになる。ホスピタリティはサービスよ

り進化した形態であると指摘され、サービ

ス・マネジメントからホスピタリティ・マネ

ジメントへ、サービス社会からホスピタリテ

ィ社会への移行が複数の研究者（横沢1994、

古閑2003、服部2004他）によって提唱されて

いる。また、服部は、ホスピタリティの概念

はより広く、サービスの概念を内包している

と主張した（服部2004：31）。そして、多くの

先行研究によれば、サービスが下位で、ホス

ピタリティが上位として捉えられている。ま

さしく、ホスピタリティはもてなしを行うた

めのより適切な概念であり、サービスに取っ

て代わるというニュアンスを含んでいる。

しかし、以下の理由に基づき、筆者は、ホ

スピタリティは決してサービスに取って代わ

られるものではなく、ホスピタリティの概念

が必ずしもサービスの概念より広いとは限ら

ないと考える。

まず、チップはホスピタリティの体現する

付加価値であると一般的に認識されている。

すなわち、チップは良いもてなしに対する褒

美である。日中両国のホテル業では、サービ

ス料、つまり奉仕料を10％～15％ほど客に請

求するのが一般的である。このサービス料は、

価値が不透明かつ高いことでしばしば非難さ

れ、廃止の声もあるが、日本と中国は別途サ

ービス料を請求するため、基本的にチップを

一切取らない方針である。一方、欧米社会で

は、チップがすでに習慣化されている。この

ため、欧米に旅行に出かけるアジア人はチッ

プの金額に関して常に悩まされ、楽しい旅生

活のひとつの影となっている。時に、感じの

悪いサービスを受けてもテーブルにチップを

置いて出なければならないことがある。その

チップにはホスピタリティの意味が本当に入

っているのかが疑われる。サービス料のある

ホテルにおいて、サービス料以外にチップを

渡すのはその親切なもてなしに対する客の満

足と肯定の表れであると考えられやすい。ま

た、チップは多くの場合において、個人宛に

払うが、サービス料は具体的な個人より、シ

ステムに払う16のである。ホテルにおいて、客

サービス 
上下・主従 
関係 

奉仕料とい 
う対価価値 

マニュアル化 効率を求める システム化 
アドミズム 
的な思想 

実 体 主 義 

ホスピタ 
リティ 

対等・相互 
関係 

チップとい 
う付加価値 

個　性　化 
人間性を求 
める 

ネットワー 
ク化 

ホリズムの 
概念 

関 係 主 義 

表１：サービスとホスピタリティの比較

16 清水滋による（清水1978：18～21）。
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を満足させることは一人にできることではな

く、全員の力を合わせざるをえない。従業員

の力を合わせ、連動させるのはホテルのシス

テムである。ゆえに、サービス料とチップに

は、それぞれの利点と欠点があり、決して、

サービスとホスピタリティを区別する指標に

なるとはいえないのである。

そして、日本ではホスピタリティに関する

研究が90年代に入ってから盛んになり、まだ

新しい概念であるため、ホスピタリティに対

する認識はそれほど普及されていない。一方、

中国では、ホスピタリティに関する認識度が

日本より更に低いことがフィールドワークで

明らかとなった。また、アジア社会では、チ

ップを気持ちのよいもてなしに対する褒美と

して一般的に考えられているが、前述のよう

に欧米社会では必ずしもそうではない。つま

り、文化の相違によって、意識の地域性が見

られる。そこで、サービスとホスピタリティ

の関係をより理解するため、今回のフィール

ドワークにおいて、サービスとホスピタリテ

ィの関係について、ホテルの従業員に聞き取

り調査を行った。５名の日本人従業員は、サ

ービスとホスピタリティを分けて考えること

がなく、一斉に「両方ともサービスである」

と答え、「いかに客の立場に立って考えるかが

重要だ」と述べた。一方、中国人従業員に、

ホスピタリティは「客好き、情熱を伴った親

切なもてなし、個性的対応、情感を帯びた対

応」などと説明した上で、サービスとの関係

を尋ねた。Ａホテルの中国人従業員は、「サー

ビスが基礎であり、ホスピタリティがサービ

スの延長である」、或いは、「サービスの範囲

は広く、大雑把的だが、ホスピタリティは細

かいところに注目する」、という類似した返答

が多かった。Ｂホテルの中国人従業員は、「サ

ービスの範囲は広いが、ホスピタリティと連

帯的な関係で、互いに欠かせない補助関係で

ある」という意見が多かった。また、Ａ・Ｂ

ホテルにおいて、「サービスの品質を向上させ

るにはホスピタリティがさらに重要になって

来る」と多くの中国人従業員が述べた。以上

に従って、日本人従業員には、サービスとホ

スピタリティの混同が見られたが、中国人従

業員は、「サービスの領域はホスピタリティよ

り大きい」とはっきり区別した。また、「これ

から、サービスの品質を高めるにはホスピタ

リティをいかに実現できるのかにかかってい

る」という共通認識が中国人従業員の間で見

られる。つまり、中国人従業員は、サービス

という広範囲の中で、ホスピタリティに重点

を置きながら、サービスレベルを高めるとい

うことが今後の発展趨勢として捉えている。

この調査によって、サービスとホスピタリテ

ィに関する日中の認識と理解にずれが存在し

ていることが分かった。

さらに、サービスの背景には上下・主従関

係にあるのに対して、ホスピタリティは対

等・相互関係にあるといわれる（服部2004）。

ホテル業から考えれば、サービスは「消費者

は王様・神様」と持ちあげ、「お客様は常に正

しい」というように顧客優先・優位とする

（山上1999：８）。「お客様は常に正しい」とい

う言葉は「ホテル王」と呼ばれるセザール・
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リッツ17によって提唱され、現在のホテル･サ

ービスの原型となっている（長谷1997：39）。

リッツが創始したリッツホテルをはじめ、現

在世界各地のリッツ・カールトンホテルは、

豪華さ、文化的雰囲気、行き届いた親切なサ

ービスによって、上流社会の人々が利用する

ホテルとして名高く、ホテル業界において常

に最高ランクのホテルとして評価されている。

リッツ・カールトンホテルの成功は、顧客優

位とするサービスのあり方が人々に親しまれ、

認められ、高く評価されている証拠となろう。

日本は「グランドホテル18」のスタイルと共に

「お客様は常に正しい」という言葉を導入し、

ホテル業のサービス宗旨として守り続けてき

た。海外において、日本のホテル企業はサー

ビスに関しては高い評価を得ている（四宮

2001：14）。つまり、顧客優位とされる「お客

様が常に正しい」というサービス宗旨をもつ

日本のホテル業は世界に認められ、良いサー

ビスを提供していると公認されていることに

なる。また、サービスは提供者から一方的な

理解と信頼の背景にあるが（山上1999：７）、

ホスピタリティは提供者と利用者において、

対等的、相互関係だといわれている。しかし、

客はホテルの従業員と対等的な立場にあると

考えられているであろうか。接客の上で、も

てなす側が頭を下げることはむしろ日本のサ

ービス文化の特徴の１つといえる。頭を下げ

ることによって、「自分は下位、顧客は上位」

であることを示し、顧客を良い気分にさせる

のである。日本では、サービスの提供者と利

用者は、共にサービスにおける主従関係を無

意識的に認めて、受け入れており、そして、

求めている。つまり、もてなす側は客を満足

させるために無意識のうちに下位的な立場を

とり、もてなされる側は自ら上位に在ること

を意識している。このようなサービス文化は

君主政治、武士道の伝統文化から由来すると

考えられる。利益を求める企業において、従

業員と客、従業員と従業員における平等な相

互関係が理想であるとされるが、現実には、

周りに重要視されたい気持ちを多くの客が持

っている。要するに、ホスピタリティは人間

のあり方とする広義的に捉えられるのが一般

的であり、狭義的な産業界という立場から、

主従関係のある顧客本位とするサービスがよ

り好まれ、求められているのである。

サービスはマニュアル化であるのに対して、

ホスピタリティは個性化、多様化であると言

われている。しかし、マニュアル的なサービ

スは普遍的、大量かつ重複な基本的な需要に

対応する。対して、個性的なサービスは特殊

的、少量かつ偶然的なニーズに対応するもの

である（王2003）。つまり、マニュアル化とさ

れているサービスと個性化・多様化とされて

いるホスピタリティには、それぞれの対応す

17 Ritz・Cesar（1850－1918）、スイス生まれ。15歳でのホテル業界に入り、1898年にはパリに彼の名前を冠したリッ
ツホテルを創業した（長谷1997：39）。
18 西欧における「グランドホテル」の特徴は豪華、大規模、個室、営業上の損益より高品質のサービスをいかに客に
提供することを主眼とし、高級顧客や上流社会をターゲットにすることである。日本では、西欧型の「グランドホテ
ル」を模倣した典型の例は帝国ホテルである（飯嶋2001：33～41）。
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るジャンルがあるのである。また、個性的な

サービスを提供するには一定のマニュアルが

必要であり、マニュアルはよりよいサービス

を提供するための基礎である。例えば、挨拶、

笑顔といったサービスの基本はどのホテルに

おいてもマニュアルには入っている。そして、

誰も生まれつきサービスが上手なわけではな

い。客接遇における挨拶などのサービスの基

本をマニュアルとして教えず、規範化してお

かなければ、様々な個性を持つサービスの提

供者による立ち居振る舞いの混乱を生じる。

そのような混乱は、利用者に乱雑な感じを与

え、逆に不信感を与える可能性がある。よっ

て、マニュアル的なサービスは顧客の基本的

な需要を満たすことができ、接客の基本とな

る。個性的なホスピタリティは基本的な需要

を満たした上で、「更に上る一層の楼」という

諺の通り、更なる満足を与えることである。

ホスピタリティ産業においては、心溢れる手

厚いもてなしという極めて高質なサービスが

要求され、厳密な標準化、マニュアル化はそ

もそも難しいが、基準・規格を設定した料

理・応対サービスを標準化することはある程

度必要となる（山上・堀野2001：218）。従っ

て、サービスなくしてホスピタリティは存在

し得ないのである（服部2004：43）。ホスピタ

リティはサービスに取って代わることができ

ず、互いに欠かせない補完的な関係を持って

いるといえる。

以上のように、今回のフィールドワークを

通して、ホテル業界においては、サービスと

ホスピタリティを厳密に区別することができ

ないことがわかった。また、現実的には、上

下・主従関係といわれるサービスがより好ま

れ、決してホスピタリティに取って代わられ

ない存在である。そして、サービスとホスピ

タリティは下位と上位という関係より、補完

的な関係のほうがより適切だと考えられる。

前述のように、ホスピタリティは人を基本要

素とするため、ホテル業においては、人的サ

ービスともいえる。それに加え、北川が日本

的ホスピタリティのメカニズムを論じる際に、

サービスとホスピタリティを「ホスピタリテ

ィサービス」という１つの単語に結合させ、

日本的なホスピタリティサービスをアピール

する必要性について提唱した。以上に従って、

ホスピタリティはサービスの１つの分類とし

て考えられる。特に情感的サービスに類似し、

「ホスピタリティ的なサービス」と呼称できよ

う。

５．終わりに

５－１．結論

結論として、第一に、サービスに関して、

日中共に幅広く、深い研究が進んでいること

があげられる。日中両国においては、サービ

スに対する認識度が高く、物的サービスより

人的サービスがより意識されている。しかし、

両国間のサービス事情の相違によるが、一般

に、日本のサービスが高く評価され、中国の

サービスはしばしば非難されている。

第二に、ホスピタリティに関する認識度と

研究は、日本が中国より進んでいることがわ

かった。両国とも、ホスピタリティには人と
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いう要素が基本かつ主要と考えられているが、

サービスとホスピタリティの関係に対する認

識に関して、日本と中国は図２のような正反

対の結果が出た。つまり、日本では、ホスピ

タリティの概念がサービスの概念より広く、

サービスが下位で、ホスピタリティが上位と

なる。このため、サービス産業の発展趨勢と

してホスピタリティが理想とされ、サービス

からホスピタリティに進化していくという認

識が主流となっている。一方、中国ではサー

ビスの概念が最も広いのであり、ホスピタリ

ティの概念を内包すると理解されている。こ

のため、今後の発展趨勢はホスピタリティに

重点をおきながら、サービスからホスピタリ

ティへと発展していくと認識されている。

第三に、日本におけるホスピタリティに関

する研究では、サービスとホスピタリティを

明確に区別されるが、ホテル業の現場では、

厳密に区別できず、しばしば混同されている

様子が見られる。つまり、理論と実践、学界

と業界の間に認識と理解のずれの存在が明ら

かである。ホスピタリティの概念は、一般的

に広義のものとして認識されているため、ホ

テル産業における同概念を狭義のものとして

明確にすることが重要であり、産業における

ホスピタリティ、そしてサービスとの関係に

関して、さらに研究する必要があると考えら

れる。

最後に、今回のフィールドワークで、Ａ・

Ｂホテルの中国人従業員は、中国人客に対し

て、「マナーのなさ、素質の低下、従業員の仕

事に対する理解度の低さ、客室を汚くする」

などの評価があり、「中国人客の割合を減らす

方がよい」と述べた。一方で、近年、中国国

内客によるホテルのサービスに対する不満の

声が高まりつつあると指摘されている（王

2001、張2000）。つまり、興味深いのは、中国

人によるサービスの提供者側と利用者側にお

いて、サービスに関する認識と理解のギャッ

プが見られる。一方、日本において、サービ

スの提供者と利用者の間では共通した認識を

共有する。

５－２．今後の課題

中国では、ホスピタリティに関する研究が

殆ど行われていないため、その開拓と深耕が

日
　
　
　
本 

中
　
　
　
国 

サービス 

ホスピタリティ 

（下位） 

サービス 

進化 

（上位） 

ホスピタリティ 

ホスピタリティ 

サービス 

サービス 

発展 

ホスピタリティ 

図２：サービスとホスピタリティの関係に対する日本と中国の認識についての比較
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必要不可欠であり、強く求められている。ま

た、しばしば非難されている中国のサービス

現状に関する専門的な研究も必要かつ重要で

あるため、今後の課題とする。そして、中国

のサービスが非難される原因を探るためには、

中国人によるサービスの提供側と利用側とい

う２つの視点から考察せざるを得ない。両者

におけるサービスに対する理解のギャップに

関する考察も今後の課題としたい。
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１．問題関心の所在

『観光立国へ挑む』。日本経済新聞は2003

年秋に５回に亘って国際観光の特集を組み、

別府温泉や京都などの外国人観光客誘致の

取り組みを伝えた１。また、日経流通新聞は

『千客万来列島ジパング』というタイトルで

2004年１月３日に紙面の大半を国際観光の特

集にあて、合計11もの記事を掲載した。これ

らの特集を読みながら感じたことは、「もし、

このような特集がなかったら、（特に観光に興

味のない）一般の人々は日本の国際観光への

取り組みを知ることができるだろうか？」と

いう疑問である。『観光白書』を購入する人は

市販されている旅行雑誌を購入する人よりも

はるかに少ないだろうし、独立行政法人の

JNTO（国際観光振興機構）の活動を知る人

は、緒方貞子氏が理事長を務める同じ独立行

政法人のJICA（国際協力機構）を知る人に比

べればずっと少ないであろう。実際に、内閣

府が実施した『自由時間と観光に関する世論

調査（平成15年）』では国民の国際観光への関

心の低さが明らかになっている。「訪日外国人

旅行者数」の認知度はわずか6.9％にすぎず、

さらに「知らなかったが（その数を知り意外

と多い・少ないと）特に思ったことはない」

と回答した（無関心と呼べる）人は36.6％に

のぼるからである２。

このような現状を踏まえて筆者は、「ビジッ

ト･ジャパン･キャンペーン（以下、VJCと表

記）」や観光立国にむけた施策を積極的に展開

していくために、人々に情報を提供し世論を

形成していくメディアの重要性が高まってい

ると考えるようになった。また、政策決定者

が世論を認知する対象としても、メディアは

重要な役割をもっている。

そこで本稿では新聞を対象として、国際観

光に関するメディア報道の分析を行う。メデ

ィアは国際観光をどのくらい報道してきたか、

小泉内閣の観光立国への取り組みをどのよう

に評価しているかという視点から分析を行い、

国際観光におけるメディアの役割を考えてみ

たい。

国際観光に関する新聞報道の分析
―インバウンドにおけるメディアの役割―

岡本　岳大

二　席

１ 特集は2003年９月～11月に５回に亘って掲載された。別府、京都、東京など日本の観光地の新しい外国人旅行客誘
致にむけた取り組みが紹介されている。
２ 内閣府ホームページ。〈http：//www8. cao. go. jp/survey/h15/h15-jiyujikan/index. html〉
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なお、本稿で新聞を分析対象とするのは、

全国紙はデータベースが整備されているため

に長期間に亘る定量分析が可能であることが

大きいが、以下の２点から新聞にはメディア

分析の対象としての代表性があると判断した。

第１に、新聞は国際観光（施策）について定

期的に報道している点である。特に内閣、国

土交通省をはじめとする国の施策、地方自治

体の取り組みを報じる取材網やノウハウが充

実している。第２に、テレビや雑誌が、視聴

者が旅行に行くための観光地紹介や情報提供

を中心とする（温泉地の特集が典型例）のに

対して、新聞は国際観光の動向や施策そのも

のを中心に扱うという点である。つまり、視

聴者が「ゲスト」ではなく、「ホスト」である

ことを認知させる情報、国際観光振興とイン

バウンドに関する情報の多くは、新聞による

のではないかと考えられる。

以上のような問題関心から、２章では国際

観光報道の数量的な分析を、３章では国際観

光報道の内容的な分析を行う。２章では、

２－１で過去10年間の国際観光に関する報道

数、社説の掲載数の推移を明らかにする。参

考までに他分野（ODA）と比較してメディア

の関心の傾向も追ってみたい。２－２では具

体的な観光振興施策に関する記事に焦点をあ

てながらトピックの変化を追う。３章では主

要紙（朝日･産経･日経･毎日･読売）の内容的

な比較を行う。３－１では報道記事を対象に

小泉内閣の観光立国への取り組みに各紙がど

のように反応したかを比較する。３－２で社

説を対象として各紙の国際観光へのスタンス

の違いを整理した上で、３－３では各紙の小

泉内閣への評価を比較する。

２．国際観光報道の数量的な分析

２－１．記事数の変遷

朝日新聞と読売新聞の国際観光に関する報

道数は図２－１・２－２のようになっている３。

検索期間は「1994年１月１日から2003年12月

31日」の10年間である。参考までに図には

2004年９月28日現在での記事数（朝日119件・

読売163件）も掲載している。検索は「国際観

光OR観光立国」でそれぞれ行った４。両紙と

３ 朝日新聞データベース、読売新聞データベース及び縮刷版を用いた。
４ 「観光」で検索すると2000年以降は１万件を超える膨大な記事が該当する。複数の検索語でのテストと記事の整合
性を検討した結果、「国際観光OR観光立国」が適当だと判断した。

０ ５０ １００ 
記事数 

朝日 

１５０ ２００ 

朝日 年 

２００４ 

２００２ 

２０００ 

１９９８ 

１９９６ 

１９９４ 

２００４ 

２００２ 

２０００ 

１９９８ 

１９９６ 

１９９４ 

０ 
記事数 

読売 

２００ １５０ １００ ５０ ２５０ 

読売 年 

図２－１：朝日新聞の報道数の変遷 図２－２：読売新聞の報道数の変遷
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も2003年の記事が最も多い（朝日167件・読売

201件）。朝日は1997年を境に急増（66件→126

件）し、読売は1999年を境に急増（34件→104

件）している。また、2001年からは読売の報

道数が朝日より多くなっている。

次に、これまでの政府の国際観光振興に関

する施策についての報道数を整理すると、表

２－１のような結果が得られる。メディアの

国際観光への関心度の傾向を見ることができ

るだろう。データベースの全期間を対象とし

て５、「ビジット・ジャパン・キャンペーン」

で検索すると、朝日31件（04年－18件・03

また、過去10年間の「観光AND社説」でヒ

ットした社説から、「国際観光を主題とするも

の（政府・自治体・旅行業界・国際機関など

の国際観光振興に関するもの）」、もしくは

「国際観光と関連の深いものを主題として国際

観光振興が副次的に用いられている（航空会

社・国際空港・観光地の都市計画など）もの」

の社説数を調べた。図２－３・２－４から、

朝日・読売の両紙の観光に言及される社説に

おいて、国際観光がどの程度の割合で扱われ

ているかを見ることができる。

朝日は、観光がトピックとして含まれる社

説を毎年10～20本掲載しているが、そのうち

国際観光に関するものは年２本程度にすぎな

い。読売も毎年10本弱の社説の中に観光がト

ピックや事例として含まれるが、国際観光に

関するものは年２本程度である。興味深いの

は、「観光に言及されているが国際観光振興が

主題でない」社説では、事故や災害などでの

マイナス影響の事例として引用されることが

多い点である。たとえば火山噴火、地震、台

風などの自然災害で観光産業や観光地がダメ

ージを受けているといった使い方である。ま

た2000年以降はパレスチナやバリでのテロ、

ハイジャック、SARSなどがメインの社説に

おいて、マイナスの影響の事例として観光に

年－13件）、読売29件（04年－15件・03年14件）

という結果であった。一年間で10～20件の出

現頻度は決して高いとはいえないが、それ以

前の国際観光に関する施策に比べれば、報道

数が多くなっている。「ウェルカムプラン OR

新ウェルカムプラン」「海外旅行倍増計画」

「観光交流拡大計画」などは、いずれも実施期

間全体を合計しても出現頻度は少なく、一年

で２～５件にすぎない。「VJC」のスローガン

と小泉内閣の国際観光への取り組みは、これ

までの施策よりはメディアの関心を集めてい

るといえる。

表２－１：国際観光施策の報道数

朝日新聞 

読売新聞 

検索語 

31 

29

「VJC」 

17 

14

「ウェルカムプラン」or 
「新ウェルカムプラン」 

18 

30

「海外旅行倍増計画」 

2 

2

「観光交流拡大計画」 

５ 朝日新聞1984年から、読売新聞1986年から全記事をデータベース化している。
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参考までに観光以外の分野との比較を試み

た結果、表３－２のような結果が得られた。

「観光白書」に関する朝日・読売の報道数

は「政府開発援助（ODA）白書」に関する報

道数とほぼ同数か観光白書の方が多い。一方

で「JNTO」でヒットする記事数は、ODA

（主に技術協力と無償資金協力）を実施する独

立行政法人である「JICA」でヒットする記事

よりもはるかに少ない６。白書についての報道

は同数だが、実施機関への報道数は７、80倍

近い差があることは興味深い。このような差

異が生まれる要因として、以下、２点を指摘

しておく。第１に、観光白書の内容は多岐に

亘っているため国際観光以外の記事が多いと

いう点である。特に統計の紹介は非常に多く、

朝日は白書やJNTOの新しい統計が発表され

ると頻繁に引用している。さらに国内観光や

海外旅行に関する記述も多いので、たとえ観

光白書への記述が多くても、インバウンドへ

の関心が高いとは限らない。第２に、JICAは

メディアへのパブリシティを含めた国内広報

を非常に積極的に展開しているという点であ

る。ODAは1980年代からマルコス疑惑をはじ

め、環境破壊やバラマキ援助への批判を浴び

たため７、JICAはメディアへの情報の提供と

解説を重視している。たとえば、プレスリリ

ースの記者クラブへの持ち込みや、ウェブサ

イトでの公開とは別に、オンライン記者クラ

ブを開設している。また、記者たちが「提供

される資料がわかりやすい」という丁寧な解

説を提供している８。むろんJNTOもメディア

への情報提供に工夫を重ねてきているが、メ

ディアからの集中非難を浴びた経験がある

JICAは、より切実に国民とメディアの支持を

得ようとしている印象がある。いずれにせよ

JNTOの役割として海外広報だけでなく国内

広報と国民の支持作りも重要であることを指

摘しておきたい。

言及されることが多く、いまだ国際観光は

社説の主題としては、定着していないようで

ある。

６ 独立行政法人化前後の正式名称（国際観光振興機構あるいは同振興会、および国際協力機構あるいは同事業団）で
もJICAに関する記事がはるかに多いという傾向は一致している。
７ 渡辺･草野（1991）においては1980年代のメディアのODA批判が分析されている。
８ 2004年９月の筆者の外務省、JICA、および外務省記者クラブでの取材による。
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図２－３：朝日新聞の社説数の変遷 図２－４：読売新聞の社説数の変遷
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２－２．トピックの変遷

朝日新聞について「国際観光OR観光立国」

でヒットする総数（図２－１と同一値）から、

記事の内容をもとにして「国際観光振興の施

策や取り組みに関する記事」のみを選別する

と、図２－５のような結果になる。傾向を明

らかにするため、検索対象は1994年、1998年、

2002年の４年ごと、および記事が最多の2003

年とした。どの年においても約半数が国際観

光振興の施策に関する記事である（1994年：

50/102、1998年：49/122、2002年：60/121、

2003年：89/167）。

このうちで、国と地方の施策の割合をみる

と図２－６のような結果になる。1994年の時

点では20％弱（９/50）であった国の施策に関

する記事は、1998年で２%（１/49）まで減り、

2002年で6.6％（４/60）に微増、そして2003年

で一気に40％強（25/62）に増加するという傾

向である。1994年には、国際会議観光都市の

認定といった国家中心の施策があるが、1998

年には自治体レベルでのPR活動、通訳などサ

ービスの充実、国際会議誘致などの記事が増

えている。2002年から「観光立国」という用

語と国レベルでの取り組みの必要性を述べる

動きが記事数にもあらわれ、2003年には

「VJC」およびその広報予算、「観光カリスマ」

「訪日ツーリズム元年」といった国が主導する

記事が増加している。

朝日新聞 

読売新聞 

検索語 

55 

45

「観光白書」 

54 

36

「ＯＤＡ白書」 

26 

24

「JNTO」 

2196 

1720

「JICA」 

表２－２：観光とODAのメディア比較
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４０ 
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１２０ 
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年 

総数 
振興施策 

２００２ ２００３ １９９８ １９９４ 

記
事
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１００％ 
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８０％ 
７０％ 
６０％ 
５０％ 
４０％ 
３０％ 
２０％ 
１０％ 
０％ 

地方 
国 

２００２ ２００３ １９９８ １９９４ 

図２－５：国際観光関連の記事総数における

振興の施策に関する記事の変遷

図２－６：振興施策に関する記事における

主体（地方と国）の割合の変遷

前述のように、「国際観光OR観光立国」の

総数のうちから「国際観光振興の施策や取り

組みに関する記事」を選別し、さらに振興策

の主体を「国」と「地方」とに分類した。以

下では、そのうち「地方」が主体の国際観光

振興の施策や取り組みについて、２つの分析

を行った。

まず、どの地域の施策が紹介されることが

多いかを見るために、以下の６つの地域でコ

ーディングを行った。「北海道」「東北･北陸」

「関東･中部」「関西」「中国・四国」「九州・沖

縄」であり、地方全記事に占めるその地域の

掲載割合を示したものが図２－７である。

1994年の時点では九州・沖縄が最も多いが、
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以上のコーディングに基づいて以下の３点

が指摘できる。第１に、2003年に「施策」の

割合が急増している点である。これは国家レ

ベルでの政策を受けて、地方でもVJCに関連

する取り組みや実施策が検討されたことを示

している。第２に、「サービス」の割合が著し

く低下していることである。1994年時には英

語表記の設置、ガイドや通訳の拡充、パンフ

レットの作成など、多くの自治体が様々なサ

ービスの施策を展開した。しかし年が経るに

つれて、その割合は減少しており、すぐにや

れることはやり尽したといったところであろ

2003年には減少している。逆に、関西は2003

年には大きく増加している。データベースは

地方版も網羅しているが、中国･四国の記事が

比較的少ないのは、朝日新聞の当該地域での

販売数や、地元紙との競合とも関連している

のかもしれない。なお、この結果はどの地域

が観光振興に精力的に取り組んだかを示すの

ではなく、あくまでメディアがどの地域の施

策を多く掲載したかを示すものである。

次に、どのような施策が紹介されることが

多いかを見るために、以下の８つの項目でコ

ーディングを行った。「イベント」のカテゴリ

ーセットには、W杯・万博・フェスティバル

などが含まれる。「フォーラム」のカテゴリー

セットには、観光振興のための講演、シンポ

ジウムなど（コンベンションは含まない）が

含まれる。「サービス」のセットは、自治体の

観光クーポン、ウェブサイトによる情報提供、

ガイドシステム、通訳などの整備が含まれる。

「分野別」のセットは最も広範であり、ツーリ

ズムのあらゆる形態を活用した振興策を想定

し、温泉・スポーツ・世界遺産・歴史伝統・

エコ・食事食材・コンベンション・カジノな

どが含まれる。「ハコモノ」のセットには、空

港や高速道路などインフラ・宮崎シーガイア

など大型リゾートなどが含まれる。「施策」の

セットは政策レベルの取り組みを分類した。

協議会・審議会の設置や報告、観光のための

予算、前述の「分野別」には含まれない自治

体独自の方策などである。また「PRアジア」

はアジアへのPR、「PRその他」は欧米などア

ジア以外へのPR活動を含んでいる。その結果

は図２－８のようになっている。

１００％ 
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５０％ 
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九州　沖縄 
中国　四国 
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図２－７：地方が主体の振興施策における

各地域の記事の割合の変遷

図２－８：地方が主体の振興施策における

分野の割合の変遷
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う。第３に、ハコモノによる観光振興がほぼ

消滅していることである。1994年では関西国

際空港、宮崎シーガイアなどの効果もあって、

まだ観光と公共事業との関連があった。しか

し近年ではその傾向は影を潜め、よりソフト

面での振興策が増加してきているといえる。

３．国際観光報道の内容的な分析

３－１．各紙の小泉施策に対する反応の比較

・VJCへの反応

「ビジット・ジャパン・キャンペーン」と

いう言葉を最初に取り上げたのは産経新聞

（2002年12月21日）であった。ただし平成15年

度予算財務省原案の項目の一つとして記載さ

れたのみであり、以来、解説はない。続いて

毎日新聞（2002年12月25日）が「グローバル

観光戦略」が閣議で了承されたことを報道す

る際に、「米国や中国など対象国を絞って、日

本の良さをアピールする『ビジット・ジャパ

ン・キャンペーン』」といった説明で言及して

いる。この記事では、「訪日ツーリズム元年」

という用語も紹介されている。年が明け朝日

新聞（2003年１月９日）は、「訪日観光元年」

という記事タイトルで、VJCを「訪日外国人

が多い韓国や台湾など５カ国・地域で、新

聞・雑誌に日本の魅力を訴える広告を出した

り、テレビコマーシャルを流したりする」と

解説した。これらの記事はいずれも事実報道

を中心として経済面に掲載された。

一方で読売新聞と日経新聞は反応が鈍い。

読売新聞（2003年２月７日）は、大阪版の地

方面で広島の「宮島観光振興研究会」の発足

を報じる際に、VJCに言及したのが最初であ

る。これ以来、名古屋（2003年３月22日）、山

形（2003年５月９日）と地方面での扱いが続

き、ようやく「なるほど！経済」（2003年６月

14日）で解説を掲載した。同記事では、「景気

回復の手掛かり」として「わらにもすがる小

泉内閣」が観光戦略を打ち出したと述べられ

ており、小泉首相の2003年春の訪欧先での宣

伝やVJCの内容を紹介した。読売（2003年10

月５日）には、VJCの用語解説も掲載されて

いる。日経新聞は、社説（2003年４月24日）

『観光をもり立てて先進国になろう』がVJCに

関する最初の言及である（ただし日経産業新

聞は2003年３月６日に掲載している）。この社

説は六本木ヒルズの開業を翌日に控えて掲載

されたものだが、VJCへの最初の報道にもか

かわらず「『ビジット・ジャパン』はいかにも

ひ弱だ」と手厳しい。VJCへの反応が遅かっ

た読売と日経は、冷めた見方をしているとい

う点でも共通している。

・首相出演CMへの反応

小泉首相が出演するCMについては、毎日

新聞（2003年８月１日）が「小泉首相が観光

立国CMに出演」と経済面で伝えたのが最初

である。前日に観光立国関係閣僚会議でまと

められた「観光立国行動計画」の具体例の一

つとして紹介されている。続いて朝日新聞

（2003年11月15日）が、経済面で「訪日促進ビ

デオ」で首相がPRを行うことを報じた。記事

では、「ビデオは１分間。神社仏閣などのほか、

新幹線など先端技術の映像をバックに、小泉
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首相が日本を『西洋的なものと東洋的なもの

が混ざり合った魅力のある国です』と紹介す

る」と具体的な内容についても紹介されてい

る。

また、読売新聞（2003年11月24日）は、「コ

イズミからお願い…おいで、日本へ！」とい

う記事を政治面に掲載した。ブッシュ米大統

領や盧武鉉韓国大統領も観光客誘致のために

CM出演していることや、国土交通省幹部が

CMの絵コンテ持参で首相官邸に出演を直訴し

たことなど、政治面らしい内容である。日経

新聞（2004年１月１日）は、CMが対日投資誘

致（インベスト・ジャパン）と観光誘致（ビ

ジット・ジャパン）の２種類あることや、前

者が欧米を中心とするのに対して、後者は

「アジア各国向けにも力をいれる」ことなどが

述べられている。最後に産経新聞は報道記事

（2004年３月５日）の他に、寄稿（2004年４月

１日）や「けいざい独言」（2004年７月１日）

で解説されている。観光CMについて、「韓国

では金大中前大統領が観光客誘致CMに出演し

た。小泉首相もこれに習ったのだろう」とし

た上で、「その直接効果は別として、やる気は

買いたい」と一定の評価をしている。

３－２．国際観光に対する各紙のスタンス

・経済効果重視の読売

読売新聞は国際観光の経済効果に着目して

いる。『国際観光立国－日本の魅力を経済に生

かせ（2002年６月16日）』では、｢観光の経済

波及は決して小さくない｣と指摘し、「外国人

の訪日が増えれば、日本の観光産業が底上げ

され、雇用創出などの面で外資が国内に工場

進出するのと同じ効果をもつ」と述べる。「こ

れまで重視してこなかったのが不思議なくら

いだ」と、2002年W杯をはじめ観光振興を経

済に活用させるべきという見方を示している。

このスタンスは、『観光白書－新型肺炎に消さ

れた首相のCM（2004年６月24日）』でも同様

である。「観光産業は昨年も、長期低迷から抜

け出せなかった」と国内のデフレ不況や新型

肺炎SARSの悪影響を述べた上で、政府の観光

振興について「観光を新たな経済成長の起爆

剤にしようという政策は間違っていない」と

経済効果を国際観光の意義の第一に挙げてい

るのである。ちなみに前掲の解説記事「なる

ほど！経済（2003年６月14日）」においても、

「税財政や金融政策が手詰まりの中で、わらに

もすがる思いの小泉内閣には、観光振興を景

気回復の手がかりにしたいという思惑もある

ようだ」との見解を示し、国際観光の経済波

及効果や雇用創出、国際旅行収支の内外不均

衡の是正などの見通しを述べている。読売も

経済以外の波及効果を軽視しているわけでは

ないが、他の四紙に比べれば経済効果への言

及が多い。

・国づくり重視の毎日・日経

これに対して毎日新聞は経済効果に限定せ

ず、国家戦略の重要性を繰り返し説いている。

『新世紀考ツーリズム－世界の若者に来てほし

い（2001年１月22日）』では、観光を21世紀の

日本の基幹産業にしたいという声に対して、

「経済効果だけを考えるのではなく、こうした


